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小論文 

問題 
 
次の資料［第 213回国会 参議院 予算委員会 第 6号（令和 6年 3月 7日（木

曜日））会議録（部分）］を読んで、以下の問いに答えなさい。 
 

（１）「人口減少を前提とした政策の展開」について、総務大臣及び厚生労働大

臣ともに質問者Ａの想定する回答になっていません。 
① 総務大臣及び厚生労働大臣ともに回答している「国の施策」で共通する

内容としてどのようなものが挙げられていますか。 
② 厚生労働大臣が最後に回答した内容で、質問者の想定した回答に近づく

言葉がありますが、それは何か述べなさい。 
 

（２）人口減少地域での「仕事の担い手」について、厚生労働大臣の回答は質問

者Ａの期待する回答になっていません。質問者Ａの期待する回答はどの

ようなものか説明しなさい。 
 

（３）人口減少地域での「仕事の効率化」について、質問者Ａが挙げている論点

を３つ示しなさい。 
 

（４）人口減少地域での「仕事の働き方」に関する厚生労働大臣の回答について、

以下の問いに解答しなさい。 
① 能力を十分に発揮できる環境を整備する対象として、例示されている 

主体を３つ示しなさい。 
② ①をさらに展開して①の勤務状態についても活用を進めると述べてい

ますが、その例示されている具体的な勤務状態を２つ示しなさい。 
 

（５）総務大臣及び厚生労働大臣がこれまで答弁していますが、感想と言いな

がらもその答弁に欠けているものを財務大臣は指摘していますが、どの

ようなことを指摘していますか。 
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資料［第 213 回国会 参議院 予算委員会 第 6 号（令和 6 年 3 月 7 日（木曜日））会議録

（部分）］（固有名詞は記号化するなど一部改作しています） 
 

○質問者Ａ おはようございます。J党の質問者Ａです。 

本日は、この予算委員会で私の質問の時間をつくっていただきまして、本当に感謝申し上

げます。ありがとうございます。 

人口減少という問題についてだけに限って質問させていただきたいというふうに思いま

すので、どうぞよろしくお願いします。 

日本の人口を見ると、ピークは二〇〇八年の一億二千八百八万人です。それから人口減少

が始まっていて、既に実は十六年もたっています。減少率を見ると十六年間で約二％ですか

ら、全体では目立つほどじゃないんでしょうけれども、ですから今は、減っていることは理

解しつつも思考や行動を変えるまでには至っていないと、こんな状況ではないかというふ

うに思います。 

しかし、どうあがいても、誰もが実感し、そして行動を変えなければならない急激な人口

減少は来ます。そろそろギアを切り替えて、人口減少を前提とした政策の展開について考え

ていかなければならないと思います。   

例えば、ＧＤＰに関しては、グロス・ドメスティック・プロダクトですから国ごとのプロ

ダクトの総量を示していますけれども、量の概念なので人口の規模が大きい方が有利です

し、人口減少下では努力や成果というのがなかなか数値に表れにくくなります。代わって、

今はＧＮＨ、国民総幸福量ですね、ウエルビーイングに着目した指標ですとか、ＧＰＩ、つ

まり環境とか社会を加味した指標、つまり質的なものを加味した指標を考えましょうとい

ったような考え方も出ています。やはり質に着目した感じがします。   

つまり、人口減少社会においては、量だけでなくて質を意識する政策へと変化することも

重要だというふうに思います。確かに、このまま量が増えることを中心で物事を考えている

と、その達成が難しくなりますがゆえに、社会の感覚として、停滞しているとか衰退とか、

そういった後ろ向きな空気感が広がりやすくなると思います。そうなると、未来をどうして

も暗く見てしまう癖が付いてしまったりとか、社会全体に自信とかゆとりがなくなってき

て活力がなくなっていく、そんなことが起きてくるかもしれません。 

もちろん、人口減少を回避するための政策は重要です。まさしく、子供政策もそうだと思

いますし、経済成長もそうだと思いますが、やはり足下では違う現実が進んでいると思いま

す。 

この一月に人口戦略会議が出した報告書ですと、二一〇〇年時点で日本が目指すべき人

口を八千万人に置いています。今から増えていくぞという目標じゃなくて、三分の二まで減

った数字ですら目指す数字になっています。やはり、人口減少を前提に置いた社会について

もっと正面から取り組んでいきたいというふうに思います。 

そこで、総務大臣の方にお伺いしたいと思いますけれども、日本社会をきめ細かく見ると、
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急激な人口減少は既に始まっています。いわゆる過疎地です。二〇二三年と二〇二〇年の国

勢調査を比較すると、僅か三年間の間で人口が二〇％以上、もう急激に減った市町村が三十

以上あります。一方で、人口が増加している市町村も百八十以上ありまして、全体の一割以

上です。 

社会全体が同じ方向を向いているときに程度の差ができてしまった場合に、やはり同じ

ルールの中で調節する、そういったことは可能だと思いますけれども、社会の中でこっち向

きとあっち向きというふうに違う方向の進み方がある中であれば、同じルールを使ってそ

れを調整するということはできないというふうに思います。やはり、人口増加と人口減少で

は、町づくりを始め様々な政策が全く違うと思います。方向が違うのに全国一律の政策をす

るというのは、結局は両方にとってよくない、そう思います。 

地方自治を支える総務大臣にお伺いしたいと思いますが、人口減少地域と人口増加地域

の政策の展開の違いについてどのようにお考えか、その方針をお示しください。 

 

○総務大臣 委員におかれては全国の事情もよく御案内だというふうに思いますし、人口

減少への危機感を私どもも共有をしなければいけないというふうに感じているところでご

ざいます。 

おっしゃってくださったように、急激な人口減少、高齢者増に直面をする自治体もあれば、

人口が増えている自治体もあるという実情、私どもも認識をしつつ、それぞれの自治体にお

ける事情、同じ市町村の中でも事情が異なることもありますが、その事情にまさに真摯に向

き合う、自治体をしっかりとサポートするのが私どもの役目だというふうに認識しており

ます。 

多くの団体で人口減少、生産年齢人口の減少が進んでくる中で、多様な主体の連携、地域

の担い手確保、地域公共交通の維持、集落の維持、活性化などに取り組むことが大切だとい

うふうに思っておりますし、また、高齢者人口が増加する中で医療、介護の提供体制等の確

保も重要なテーマであると思っております。  

行政資源に制約がある中で、過疎の枠組みを活用してサポートをするとか、また人材の面

で都道府県から市町村への人材をサポートする施策を展開するとか、またそもそも地方へ

の人の流れをつくることも一つの柱にしておりますし、行財政を支えるという意味では、人

口減少の中でデジタルの力を活用して行政のサービスの質、量を維持することにも努めて

まいりたいと思っております。 

全国津々浦々で安心して豊かな暮らしが営むことができるように、それぞれの地域の課

題に取り組む自治体をしっかり支えていくことが地方行財政を所管する総務省の役割だと

認識をして、しっかり務めを果たしてまいりたいと思っております。 

 

○質問者Ａ ありがとうございます。今、とてもたくさんの、多岐にわたったいろんな考え

方を示していただいたんですけれども、それぞれ非常に重要なんですけれども、やっぱりし
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っかりと、過疎地であっても確保していくとか支えていくという発想はもちろん大事なん

ですけれども、その確保ができるのかとか支えられるのかといったことを考えながら進め

なきゃいけないというふうに思うんですね。 

やはりそういった点で考えると、もうちょっと突っ込んでそのお話を聞かせていただき

たいんですけど、やはり人口減少ということを捉えると、増加の価値観と違う価値観が必要

だというふうに思います。そういうのを反映している例えば仕組みの在り方とか、そういっ

たものについて御教示いただきたいと思います。 

 

○総務大臣 おっしゃっていただいたように、政策については、展開をしつつ、またその状

況を検証して進めていくことが必要でございますが、他方では、皆さんもよく御存じだと思

いますが、地域おこし協力隊、各地域に住まいをする、各地域の活性化を担う役割を果たし

ていただいていますが、三分の二の方が実はその地域にその後も定住をしていただいてい

るということがございまして、日本のあらゆる地域、実際に人口が減っている地域でも魅力

は大いにあるというふうに私どもも考えていきたい。その魅力を更に多くの人を引き付け

るものにできるようにしていくこと、そのためにも政策を検証しながら更に前に進めるこ

とに努めていきたいと思っております。 

 

○質問者Ａ ありがとうございます。やはり、魅力という言葉出ましたけど、やはり質的な

ものだとか、そういったことはやっぱり重要だというふうに思います。単に量的な整備より

も、中身のグレードアップみたいなことをもっと中心で考えていくことが必要かなという

ふうに思いながら聞いておりました。 

あとは、具体的な話は、今度、厚生労働大臣にお伺いしたいと思うんですけれども、総務

大臣にはお帰りくださいというふうに言いたいところなんですけれども、できれば是非こ

の質疑最後まで聞いていっていただけたら有り難いというふうに思います。 

医療施設や福祉施設は、建てると大体五十年ぐらいはもつわけです。特に地方では急激な

人口減少が進むので、数十年先の入所者ですとか従事者の確保についても見通しを立てな

きゃいけないんですけれども、最近、やっぱり建て替えが求められている施設などでは、将

来の展望がなかなか見えないで、結局、必要な建て替えを諦めてずるずると引っ張ってしま

うようなケースも最近見え始めています。やはり未来に向けた意思決定ができないという

状況になっています。 

その結果、入所者は古い建物で古い基準のままでそこで過ごさなければならないという

状況が余儀なくされていますけれども、今の地域医療や福祉の分野につきましては、大体、

基礎自治体等で各地域に合った整備をするように、計画的に需要と供給の見通しを作って

います。それらは地域全体の見積りなんですけれども、その中には、どの施設がいつどうす

るかというところまでは個別の判断に任されていると、こんな状況になります。  

しかし、先ほど言ったように、もう個別の施設の意思決定がなかなかできないという、こ
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ういう状況になっているときが、ことが人口減少地域では起き始めています。人口減少地域

で、地域計画は作りました、あとは施設同士で調整してくださいだと、もううまくいかない

というふうに思います。 

人口が減少すると、施設、例えば施設の場合は入所者が減っていきます。一人、一人と減

った中で百人が五十人に減る、この段階ではスタッフの数だとか様々なものを減らしてい

くということの対応ができますけれども、それが更に減ってまあ二十人ぐらいになってし

まうと、もうそれ以上は施設全体の機能を維持することができなくなって、します。そして、

どこかで施設が終わってしまう、でもまだ入所者は残っているという、こういう状況がやっ

てくるというふうに思います。誰がこの入所者のケアを見るのかという話です。結局、そう

なると、個々の施設に任せるだけじゃ無理で、地域全体でサービス提供することが求められ

ます。 

ただ、そう言うのは簡単なんですけれども、それやる場合には、地域同士の施設の役割分

担とかだけじゃなくて、例えばスタッフの働き方の統一化とか、給料をどうするかとか、物

品の納入の仕方をどう変えるかとか、業務のシステムをどう入れ替えるかとか、運用のルー

ルをどう共通化するかとか様々なことをやらなきゃならなくて、逆に、そのことは個別個別

の施設で考えていくということでは無理です。 

したがって、ここは行政の強力なリーダーシップ、しかも、場合によっては民間の施設の

意思決定に影響するかもしれない、こういったくらいの強さのリーダーシップも不可欠な

のが人口減少ではないかなというふうに思います。 

最後の一人までというふうに言いますけれども、それをやるのは個別の対応では無理で

す。やはり行政が、計画だけではなくて、あとは施設に任せますじゃなくて、もっと介入し

ていくことが必要ではないかというふうに思いますけれども、こういった点につきまして

厚生労働大臣の御所見をお聞かせ願いたいと思います。 

  

○厚生労働大臣 地域医療・介護の確保というのについては、地域によってこの高齢化のス

ピードが著しく異なる状況が起きております。また、地域ごとに関係者と協議した上で、戦

略的にそれぞれ検討をして、そして確保していくことが非常に大切です。 

こうした考え方の中で、医療については、都道府県を中心に、二〇二五年までの人口構造

の変化に伴う地域の医療ニーズを踏まえた病床機能の分化、連携を今進めております。今後、

二〇四〇年頃を視野に入れつつ、新たな地域医療構想として、かかりつけ医機能や在宅医療、

さらには医療と介護の連携などを含めて中長期的課題を整理して検討を進めております。 

介護については、都道府県と市町村が連携して、二〇四〇年やその先を見据えた中長期的

な地域の人口動態や介護ニーズの見込みなどを捉えた上で、このサービス種別の変更など、

既存事業の在り方も含めて検討して、地域の実情に応じた介護サービス基盤の計画的な確

保も進めようとしているところであります。 

国としても、各地域における医療、介護の取組に対して、医療、介護の連携の観点も含め
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て基本方針を定めて大きな考え方はしっかり示しつつ、この地域医療介護総合確保基金の

活用などを通じてそれを実行すべく支援をすると、こういう姿勢を取っております。 

限りある人材などで増大する医療・介護ニーズを支えていくためには、引き続き、国、地

方、それぞれ行政がリーダーシップを発揮しながら、地域の実情に応じた医療・介護提供体

制の構築を進めていく必要があると思います。 

こうしたことを議論していく中で、実際に、例えばデジタル化、さらにはインターネット

を活用したオンライン診療、オンライン介護、こういった新たな仕組みがその中に組み込ま

れていくことによって、こうしたサービスの提供の体制もそれぞれの地域に即した形でよ

り効率的に行えるようにしていくということがこれから求められるだろうと思います。 

 

○質問者Ａ 確かにそうなんですね。そういった様々な工夫が必要ですし、計画も今介護で

は二〇四〇年ぐらいまでは見通しているということなんで、ある程度はしているのかもし

れませんけど、やはりそうであっても、地域全体の計画が立てられたとしても、私が言って

いるのは、個別の施設施設に、あなたのところはいつまでよという、どうしなさいという話

を個別の施設の意思決定に任せていくと、結果的にはなかなかうまくいかないんじゃない

かと思うんです。かといって、行政が個別の施設までのやり方に対して介入するのもいかが

というふうに思いますが、この辺が多分コンフリクトを起こしてくるんだというふうに思

っています。 

この計画を具体的に実施するに当たって、実際に個別の施設の動きまでどう影響するよ

うにしたらいいかというふうにお考えになりますか。 

 

○厚生労働大臣 これ大変難しい、相互に関わる課題でありますので、国の政策で大きな枠

組みをお示ししつつも、同時に個々の事業所の御努力で、しかもそれは地域の実情に即して

自由にやっていただくことがより適切だろうというふうに考えますから、この両者の相乗

作用というのをどう設計するかというのが国の立場で考えなきゃならない大きな課題にな

ってくるんだろうというふうに思います。 

いずれにせよ、こうしたことを具体的に、今、在宅介護、在宅医療の提供体制とか、これ

構築するために、都道府県と市町村が連携をして、この二〇四〇年やその先を見据えた中長

期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込みなどを捉えた上で、過疎地も含めて地域の実

情に応じた体制確保を進めておりますから、その中で委員御指摘の観点というものをきち

んと消化をして、そして政策として落とし込んでいくということが求められてくるだろう

と思います。 

さらにあわせれば、その介護報酬の加算とかですね、人材の確保に向けた費用の助成とい

ったこと、そして令和六年度には介護報酬改定においても、過疎地を含む中山間地域への継

続的なサービス提供、訪問介護への加算の充実などを行い、地域で必要な在宅介護ができる

よう取り組んでいるところでもございます。 
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さらには、在宅医療の提供体制については、令和六年度から開始する第八次医療計画から、

夜間や患者の急変時等における診療支援をするなど在宅医療における積極的役割を担う医

療機関や、多職種による情報共有を図るなど在宅医療に必要な連携を担うという拠点を圏

域ごとにしっかりと確保することとしておりまして、このＩＣＴ技術、デジタル化、これら

を活用しながら、こうしたその先生御指摘の各個別事業所の努力と、それから国の政策とい

うのを、こういう具体的なプロセスの中で相互に相乗効果をもたらすように設計していく

という、そういう言わば政策決定過程になっていくだろうというふうに思います。 

 

○質問者Ａ ありがとうございます。 

確かに非常に難しい問題です。私たちもそんな経験があるわけじゃないので、これから、

やっぱり現実的にも起きている地域があるので、その地域で具体的にどういうことが起き

ているかをちゃんと見ながら政策に落とし込んでいく努力が必要だと思いますので、是非

一緒にやっていきたいというふうに思います。 

さらに、在宅の場合なんですけど、これやっぱり、人口減少地域でやはり在宅サービスを

提供していきたいんですけれども、一軒一軒家がなくなっていって一軒一軒の距離が遠く

なってしまったときに、例えば本当に訪問看護や往診や訪問介護などが提供できるかとい

うことも考えなければならないというふうに思います。 

人口が減って過疎地になった地域で最後まで在宅で過ごしたいという思いをどうやって

かなえていきたいのか、先ほど在宅の話も少ししていましたけれども、重ねてお願いしたい

と思います。 

 

○厚生労働大臣 これ、先ほども答弁で申し上げたように、この介護報酬の加算、人材確保

に向けた費用の助成のほかに、令和六年度の介護報酬改定で過疎地を含む中山間地域への

継続的なサービス提供、訪問介護への加算の充実を行うといったことで、地域で必要な在宅

介護ができるように取り組んでいるところでありますし、それから大事なのは、やはり在宅

医療の提供体制についての令和六年度から開始する第八次医療計画、これやはり是非先生

も御指導いただきたいと思います。   

ここで、その夜間や患者の急変時の診療支援、在宅医療における積極的役割を担う医療機

関や、多職種による情報共有を図るといった在宅医療に必要な連携を進めるということを

私ども進めるということを今考えているところでございますし、これを地域の圏域ごとに

そういった政策を一定のその完結できるような仕組みで設計していくということがやはり

必要かというふうに思います。   

そのときに、何度も先ほどから申し上げているように、このデジタル化とかオンラインを

通じてこのインターネットなどを活用する医療、介護の仕組みをその中にどう積極的に取

り組んでいくのかというのは、私は恐らく決定的に重要な課題になってくるだろうという

ふうに思いますので、この辺は日本がどちらかというと遅れている分野でもありますので、
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これはもうこれから我々大車輪で進めていかなければならないというふうに考えておりま

す。 

 

○質問者Ａ 確かに、人口減少地域と人口増加地域を結ぶ、直接結ぶ方法がオンラインだと

いうふうに思います。今、ＤトゥーＰウイズＮだとか、そういった考えも診療報酬で出てき

ましたけれども、もうかなり急いでやらないといけないというふうに思います。逆に、そう

したら地方に住んでいても都会と同じだけのサービスを受けられるということも可能だと

いうふうに思います。とはいいながらも、同時にやっぱり住むところそのものを変えていか

ないと、ただ在宅でという話じゃないと思います。 

総務大臣、済みません、ちょっと御感想でも構わないんですけれども、やはり地域の在り

方そのものを変えていかないと在宅医療を守れないというふうに思うんですけれども、ど

う考えていらっしゃるか、一言よろしくお願いします。 

 

○総務大臣 おっしゃったように、地域それぞれの事情がある中で、私たちもどうサポート

していくかということ、そのような意味では、令和六年度から新たに、地域でそれぞれ支え

る、各地域を支える、コミュニティーを支えるような団体への支援というのもまた新たに考

えていきたいというふうに考えておりまして、まさに自助、共助、公助の中で、各地域にお

ける連携した、官民連携したサポートというのを私どもも支えるように今施策を考えてい

るところでございます。 

 

○質問者Ａ ありがとうございます。 

本当に、最後、家で過ごすということはとても大事なんですけれども、その家の場所がど

うしても過疎地になると難しくなることもあるので、場合によっては、まだ年齢がそんな高

くないうちからむしろ人口集合地域に早めに引っ越していって、最後住み慣れていくとい

った、こういったことも必要で、まあ町の集約化ですけれども、いろんな政策が要るのかな

というふうに思います。 

次に、また人手の、担い手の話なんですけれども、担い手もなかなか大変です。例えば看

護職員の場合なんですけれども、人が辞めていくので、辞めることを防ぐために職場環境の

整備というのを随分やってきましたけれども、先日お話聞いたらこうでした。職場環境良く

なってきて、最近若い看護師がこの五年間誰も辞めていないと。ただ、その結果、出産が増

えて、育児休暇の人が増えて、しかも子育てのために時短の職員が増えて、夜勤免除が増え

て、結果的に人手不足が進行したという話なんですね。職場環境の改善だけでは人手不足は

解消しないということだというふうに思います。 

さらに、人口減少地域だと、この職場環境を整備しても、新たに人を雇おうと思っても、

そもそもその地域に働ける人がいないという状況です。地方へ行くと、今はもうどうやって

生き残っているかというと、唯一できているのが、人口確保対策は定年を超えた人に働き続
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けてもらうしかないと、もうこれしかない状況になっています。やはり、人口減少地域での

人手の確保については、もうその地域地域じゃなくて、もう広く範囲をやって、全体での雇

用調整をしなければならないというふうに思います。 

そこで、ちょっと提案なんですけれども、看護の場合ですけれども、無料職業紹介所であ

るナースセンターというのがあるんですけれども、これ今職業紹介をしているだけなんで

すけど、場合によってはここで人を雇って派遣をするといった事業を展開していけないか

なというふうに思っていますし、そのためにまた国も支援いただけないかと思うんですけ

れども、これについて、大臣、いかがでしょうか。 

 

○厚生労働大臣 看護職員の確保については、これは本当にずっと一貫して重要な課題で

ございます。それで、新規の養成、それから復職に関する支援、それから定着の促進という

三本柱でこれ取り組んでまいりました。 

この中で、先生御指摘の都道府県ナースセンターについては、看護職員の無料職業紹介事

業に加えまして、看護職員や医療機関に対する情報提供、相談対応などを通じて地域におけ

る看護職員の就業を支援しています。この都道府県のナースセンターの取組の充実に向け

ては、関係者の御意見を踏まえ、先生御指摘のようなへき地などでの人口減少地域での労働

者派遣事業への参画などを含めて、実際にどのようなことが可能か、やはり検討していくこ

とが必要かというふうに思っております。 

 

○質問者Ａ もうちょっと突っ込んでほしいんですけど、検討もとても大事なんですけど、

具体的に、やっぱり来年、再来年にはそういったことを進められるようなことを是非私たち

は望んではいるんですけれども、もう一声、よろしくお願いします。 

 

○厚生労働大臣 都道府県ナースセンターの役割については、今後、それぞれの地域の中で

の実際に看護師不足の実態というものを踏まえながら、実際その役割というものを充実強

化させていくということはもう必然的に求められてくることになるだろうというふうに思

います。そのときに、どういうふうにこのナースセンターの役割を充実強化していくかとい

う点でかなり具体的にそれぞれの地域ごとに異なってくるだろうし、そこが恐らく一番難

しい課題になってくるんだろうと思うんですね。 

したがって、今の時点で一般的に、それこそナースセンターはこういうふうな役割を充実

強化させるというふうな言い方は、意外とこれ難しいかなという感じもいたします。 

 

○質問者Ａ ということは、やっぱりこれからよく議論ですね。先ほど議論していくという

話でしたので、是非議論やらせていただきたいというふうに思います。 

さらに、人口減少下で工夫しなきゃならないのは、仕事の効率化だというふうに思います。

業務削減をするとか、医療とか福祉でいえば手続とか記録が多過ぎますから、あれどう減ら
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すかとか、場合によってはロボットを使うとか、そういったことが必要だというふうに思い

ますけれども、これやっぱり、業務の削減、効率化について、厚生労働省、是非進めていた

だきたいと思います。特に記録とか手続減らすということはとても大事なので、是非その辺

は意識して政策展開をしてほしいんですけれども、大臣、いかがでしょうか。 

 

○政府参考人 お答えいたします。 

先ほど大臣からも御答弁いただいたとおりでございまして、ＩＣＴ、インターネット、情

報化、こうしたものを活用しながら現場での業務の効率化をしっかり図れるよう、私どもと

しても取り組んでまいりたいと考えている次第でございます。 

 

○質問者Ａ 診療報酬とか改定するたんびに書類増えるんですよね。むしろ、改定するたん

びに減らさなきゃいけないんですよね。是非、その方向を今後是非やっていただきたいとい

うふうに思います。  

さらに、一人一人の能力を高めるということも大事であって、より少ない人数で多くの人

をしっかりと見れるといったことをする必要があります。やはり、そのためには生涯の教育

というのがとても大事だと思いますので、教育の支援も必要です。例えば看護職の場合は、

様々な場面で教育をしていますけれども、まだ全体の体系化もできていないし、そのコンテ

ンツもまだ不十分です。是非、役所としても生涯教育のためのコンテンツ作りやシステム構

築に一緒に今後進めていただきたいというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 

○厚生労働大臣 看護職に対する生涯にわたる教育は、もう極めて重要です。 

現在、厚生労働省において、看護職の方々の様々な研修履歴や職歴を一元的に保存をして、

ナースセンターがその情報に基づいて本人に合わせた研修情報の提供などを行うシステム

の構築も行っております。 

また、令和五年度の補正予算においては、看護職の就業継続を支援するための研修等のコ

ンテンツの作成や配信に関わる事業も行っております。 

引き続き、看護職の教育、研修支援に取り組むとともに、看護職に対する生涯教育支援の

体制づくりやコンテンツの充実に向けて、関係者の御意見を踏まえながらどのように進め

ていくか検討していきたいと、かように考えております。 

 

○質問者Ａ 是非検討してほしいというふうに思います。 

政府委員にもお伺いしたいんですけれども、いろんな検討をなされていると思うんです

けれども、なかなか予算上にまた見えてこないんですね。今、予算の方とか、また今後の予

算について何か考えていることありますか。 

 

○政府参考人 お答えいたします。まず一つに、新人看護師さんの就業支援の事業といたし
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まして、ポータルサイトというのを設けております。これを活用することで、例えば新人職

員の、看護職員の方々に対しての支援だとか研修コンテンツの配信、思いの共有ですね、働

いているところでいろんな悩みが出てきたりしますので、そういったところをＳＮＳ的に

対応することで就業継続支援を進めているところで、こうした事業も取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 

○質問者Ａ ありがとうございます。 

最後に、今度は仕事の働き方なんですけれども、人口減少してもその社会のシステムを維

持するためには様々な仕事が必要です。たくさんの仕事があって初めて社会は維持されて、

ある意味、一つでもなくなってしまったらば機能の維持ができなくなることもあります。 

人口が減ってくるとどうしても、少ない人数で全ての機能を維持するためには、一人で二

つとか三つとか役割を取る必要も出てきます。したがって、そのために複数の仕事ができる

無理のない雇用の形態というのをつくっていかなきゃならないと思いますけれども、それ

につきまして、人口減少下に対応した就業形態について厚生労働大臣から御意見をお伺い

したいと思います。 

 

○厚生労働大臣 この生産年齢人口が減少する中で、こうした労働力の確保を行い、人手不

足に対して適切に対応していくためには、女性、それから高齢者、それから外国人材を含め

まして、働く方々が個々のニーズに応じて希望する働き方を実現して、その能力を十分に発

揮できる環境を整備していくことが重要であります。 

このために、フルタイムの正社員に限らず、短時間正社員を含む多様な正社員制度である

とか、それから副業とか兼業といった多様な就業形態の活用などによって企業が人材確保

を図っていけるよう、厚生労働省としてもその活用を進めます。 

あわせて、三位一体の労働市場改革などの構造的な改革も確実に推進をいたしまして、そ

れぞれの生産性の向上、それから賃上げの実現に取り組むことによって企業の人材確保と

いうものを支援していくというのが私どもの基本的な姿勢となってきております。 

 

○質問者Ａ 今まではずっと人口減少に対してかなり各論的に項目を挙げる形でいろんな

対策をお伺いしてきたんですけれども、やはり人口減少、とても大事で、今、少子化とか高

齢化については対策でいいと思うんですけれども、人口減少に対してはやっぱり価値観の

転換というのが要るんだと思います。 

やはり、これから政治でもっともっと議論をしなければならないことだというふうに思

いますけれども、せっかくなので、人口減少下について、今までの質疑を踏まえましてお考

えになっていることなどをまた改めて、最後、まとめとして厚生労働大臣にお伺いしたいん

ですが、せっかくなので、総務大臣も残っていらっしゃるので、総務大臣、そして財務大臣

もずっと座っていらっしゃいますから、財務大臣からもお話伺えたらと思います。よろしく
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お願いします。 

 

○委員長 それでは、まず、じゃ、厚労大臣。 

 

○厚生労働大臣 こうした人口減少のプロセスを見てみますと、二〇三〇年代に生産労働

人口が急速に減少していくと、そして二〇四〇年に実際高齢者人口もピークに達して、以降

急速な人口減少に入っていくと。 

これがおおよそ予測できる中で、今の時点からとにかく短期的な対策、中期的な対策、組

み合わせて実行していくことが必要であって、その中で、例えば、人間でなくても、ロボッ

ト、ＩＴ化によって進められることはどんどん進めていくことが必要でありますし、二つ目

には、やはり元気な高齢者というものを増やしていく。すなわち、健康寿命というものを延

伸させていきながら、その中で仕事をし続けたいと考えられる高齢者については、社会の制

度、仕組みで、より長期間、生産性の高い仕事に従事していただけるようにしていく。そし

てさらには、今度は女性にもっと活躍をしていただく、そういう政策を実行していく。そし

て最後に、必要とあらば外国人の労働者というものもしっかりと管理をしながら活用して

いくという、こうした少なくとも四つの大きな柱を組み立てていきながらこうしたその人

口減少時代に備えていくということを、短期、中期、長期できちんと秩序立てて組み立てて

いくということが私は求められていると思います。 

 

○総務大臣 冒頭の御質問でもお答えしましたように、人口減少、大変大きな課題である中

で、政府としては、人口減少そのものへの取組として少子化対策に取り組むと同時に、委員

から御指摘ありましたように、進行する人口減少に対しての対応ということも必要だとい

うふうに思っておりまして、私どもも幾つか施策を担っている中で一つ申し上げれば、やは

り人口減少の中での対応の一つとしては、言わば人材のシェアというのが一つの考え方と

してあるのかなと思っておりまして、行政の面では、ニーズの高い技術職員であったりデジ

タル人材を都道府県が確保して市町村に派遣するような仕組みを用意をさせていただいた

り、また、先ほど地域運営組織についてお話をさせていただいたのは、地域で暮らす人々が

中心となって形成をされて様々な関係主体が参加するような、言わば官民連携の鍵となる

ような組織の応援をさせていただくとかいうことをさせていただいたりしておりますし、

また、近年の取組としては、委員も御案内かと思いますが、特定地域づくり協同組合制度と

いうのを設けまして、この組合が言わば人を雇用し、地域における様々な仕事に、それぞれ

安定した雇用の下で様々な仕事をしていただく。言わば、一つの仕事では常勤で年間ずっと

仕事がない場合に、この事業組合において、この季節であったりこの時期であったりこの時

間はこの仕事をしていただくという形で参加をいただくような仕組み、これも大きな意味

では私は人材のシェアだというふうに思っていますが、そのような形で、対応策としては、

人材をそのように有効に活用していくということは大変大事なことではないかというふう
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に思っております。   

委員からお話がありましたように、この特定事業協同組合、二十代、三十代の方、結構御

参加いただいているんですが、世代を超えた、そういう意味での世代の中でのシェアという

のも必要かなと思いながらお話を伺わせていただきました。しっかり務めを果たしていき

たいと思います。 

 

○財務大臣 今日の答弁を聞いての感想はどうかというお話でございますが、今日、質問者

Ａ先生から、人口減少社会についての質疑がありました。 

私、岩手県出身でございまして、もう岩手では人口が二千人程度の町村がございます、村

がございます。しかも、そこは人口が少ないだけではなくて高齢化が非常に進んでいるとい

うことで、かねてより、この深刻ということは、深刻さは感じているところであります。 

今日、先生からは、介護、福祉、保健又は就業、こういう点から御質問がありまして、厚

労大臣の答弁をお聞きしておりますと、かなり個別の問題についてはいろいろ政策対応は

されているけれども、しかし、全体像ですね、人口減少社会に向けての全体像が示されてい

ないというような気がいたしました。個別にはいろいろ施策をしているわけでありますの

で、人口減少社会という観点からもう一度政策を整理し直す、そういう中で、更に強化しな

ければならないところ、あるいは、具体的な御提案もございましたけれども、今まで足りな

かったところ、そういうところが出てくるんだと思います。 

いずれにいたしましても、全体像を示していくことが重要ではないかと、そういう印象を

持ちました。 

 

○質問者Ａ どうもありがとうございます。   

私もやっぱり、人口減少では価値観の変化が生まれてくるので、全体像をやっぱり考えて

いかなきゃならないし、これがまさしく政治がやることじゃないかなというふうに思いま

す。 

ある地域行ったら、島なんですけど、本当に人口が減っていて、もうこれ以上人が足りな

いというふうな地域がありました。ところが、この間行ったところ、それが逆に、人口が増

えないことを前提にすると私たちがやるしかないといって、すごく気持ちが前向きになっ

て、むしろ自分たちの役割を拡大しているところがあります。 

やはり、価値観や考え方を変えていくことによって、この地域、人口減少下であっても前

向きに明るく生きることは可能だというふうに思っています。そういった観点も含めて、政

治の場で是非人口減少についてしっかりと議論をして、これから大きな方向性を出してい

けたらというふうに思います。 

どうもありがとうございました。 
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